様式２
 ヒアリングシート（官民連携方式）
・各項目について、現時点における貴社の考え方、想定、条件等を、回答可能な範囲でご記入ください。未定又は検討中の事項、前提条件がある場合は、その旨を記載した上で、現時点で想定される内容をご記入ください。
・各項目の「質問の趣旨」は、別添「質問の趣旨（官民連携方式_No.1～31）」をご参照ください。
・回答欄の大きさは、必要に応じて自由に変更していただいて構いません。

※回答区分
必須(13項目)：原則回答 / 任意(12項目)（注）：可能な範囲で回答 / 対話時確認(6項目)：事前回答不要
【(注)「任意」項目の取扱い】
「任意」は、事前回答を必須とするものではありません。事前回答がない場合でも、方式比較や今後の方向性検討に必要な事項、又は回答内容を踏まえて追加確認が必要となった事項については、対話時に確認させていただく場合があります。

	番号
	調査事項・回答欄

	回答区分
	

	No.1
必須
	参入意向・成立可能性について

	
	本市の可燃ごみ処理について、官民連携方式による事業への参入意向、事業成立の可能性及び成立に必要な前提条件をお教えください。

	
	

	No.2
必須
	建設用地の条件について

	
	新設施設を想定する場合、必要な敷地面積、土地形状、所有・賃貸等の保有形態並びに電気、水道、道路等のインフラ条件をお教えください。また、用地取得又は賃借に関して、行政に求める条件や支援があればお教えください。

	
	

	No.3
任意
	計画施設の概要について

	
	所在地、施設規模、処理能力、処理対象物の種類、稼働開始時期、処理方式、炉数、年間稼働日数、想定供用期間及び施設規模の設定根拠をお教えください。

	
	

	No.4
対話時確認
	処理フローについて

	
	搬入、計量、受入検査、前処理、焼却・資源化及び残渣処分までの処理フローをお示しください。

	
	

	No.5
必須
	受入可能な廃棄物の種類について

	
	本調査の主対象である可燃ごみに加え、本市が将来的に処理を委託する可能性のある不燃ごみ、粗大ごみ、資源物等の受入可否並びに性状、含水率、異物混入等の受入基準をお教えください。

	
	

	No.6
必須
	受入可能量・最低必要量について

	
	日量及び年間の受入可能量、種類別の上限並びに事業成立に必要となる最低処理量、最低保証量又は最低支払額の必要性、その設定が必要となる理由及び想定する水準、算定の考え方及び未達時の取扱いについてお教えください。

	
	

	No.7
必須
	ごみ量減少への対応について

	
	本市が提示する将来ごみ量及びごみ質（低位発熱量、含水率等）について、受入可否、処理単価、最低保証、設備運用及び事業採算への影響をお教えください。また、事業期間中に本市のごみ量が段階的に減少することを前提とした場合、事業成立のために必要となる最低処理量、最低保証量、契約期間等についてお教えください。

	
	

	No.8
任意
	事業スキーム・役割分担について

	
	想定する事業スキーム、契約主体、施設所有、運営・維持管理、設備更新、許認可取得等に係る行政と民間事業者の役割分担をお示しください。

	
	

	No.9
必須
	契約期間・更新について

	
	想定する契約期間、更新方法、期間の延長・短縮の可否、中途見直しの条件及び契約終了時の移行期間をお教えください。

	
	

	No.10
必須
	処理単価・価格改定について

	
	想定する処理単価、単価に含まれる費用及び含まれない費用並びに搬入地点から中間処理施設まで及び中間処理施設から最終処分先までの運搬について、運搬主体及び費用負担主体の考え方、さらに物価、人件費、燃料、薬品、電力等に係る価格改定の方法及び頻度をお教えください。

	
	

	No.11
対話時確認
	契約解除・受入停止について

	
	契約解除事由、受入停止条件、事業者又は行政事情により契約継続が困難となった場合の責任、損害負担、代替処理及び業務の引継ぎについてお教えください。

	
	

	No.12
任意
	整備・更新・インフラ負担について

	
	土地取得・造成、施設整備、設備更新、道路・上下水道・電力等インフラ整備について、想定する負担主体及び行政に期待する支援内容をお教えください。

	
	

	No.13
任意
	収集運搬・積替え条件について

	
	搬入可能時間、車両条件、運搬主体及び費用負担主体、積替え保管施設の必要性、計量・受入検査、運搬費及び責任分担をお教えください。

	
	

	No.14
任意
	焼却残渣等の処分について

	
	焼却灰、飛灰、不燃残渣等の処分又は資源化の方法、処分先等の確保状況、処分費用の負担方法（処理単価への含有を含む）及び処分先等を変更する場合の対応をお教えください。

	
	

	No.15
対話時確認
	通常時の安定処理について

	
	定期修繕、通常の設備故障又は受入量の一時的な増加等に対する設備の冗長性、予備能力及び他施設との協力体制をお教えください。

	
	

	No.16
必須
	処理不能時の代替処理について

	
	自然災害、重大な設備故障又は事故等により処理不能となった場合の代替施設、代替可能量、代替処理能力を確保するための契約・協定その他の具体的な方法運搬ルート、費用負担及び復旧見込みをお教えください。

	
	

	No.17
任意
	災害廃棄物の受入について

	
	災害廃棄物の受入可能量、受入条件、平時の一般廃棄物処理との調整、広域災害時における本市の一般廃棄物と災害廃棄物の処理の優先順位及び制約をお教えください。

	
	

	No.18
任意
	財務・運営体制について

	
	事業実施主体、SPC等の組成、事業継続性を裏付ける財務・運営体制及び類似事業の運営実績についてお教えください。

	
	

	No.19
任意
	必要手続・スケジュールについて（必要な許認可・行政手続）

	
	必要な許認可、環境影響評価並びに都市計画、森林、農地等に関する手続について、取得主体、所要期間及び現時点で想定される主要な不確実性をお教えください。また、工程上のクリティカルパス及び工程遅延リスクがあれば併せてお教えください。

	
	

	No.20
対話時確認
	環境保全対策について

	
	排ガス、臭気、騒音、振動、排水、搬入車両による交通影響及び景観等への対策並びにモニタリング及び情報公開の考え方をお教えください。

	
	

	No.21
対話時確認
	資源循環・脱炭素について

	
	熱・電力の利用、発電・売電、温室効果ガスの削減、焼却灰等の資源化及び再生可能エネルギーの活用等について、現時点で想定する取組をお教えください。

	
	

	No.22
必須
	一般廃棄物・産業廃棄物の一体処理について

	
	一般廃棄物と産業廃棄物を同一施設で処理する場合の区分管理、受入管理、関係法令等を踏まえた運用上の考え方、一般廃棄物処理の優先性及び住民説明の考え方をお教えください。

	
	

	No.23
任意
	地域貢献・地域還元について

	
	地元雇用、地元企業への発注、税収効果（固定資産税等）、土地賃借等による地域経済への波及、周辺地域への環境保全・地域振興に関する協力、エネルギーの地域利用及びその他の地域還元策について、内容、規模、実現条件及び継続性をお教えください。

	
	

	No.24
任意
	地元調整・住民理解について

	
	周辺地域との協議、情報提供、苦情対応、事故時の連絡及び住民参画等について、行政と民間事業者の役割分担（施設整備に伴う地元説明や地域との合意形成について、民間事業者として担うことが可能な範囲）を含めた進め方をお教えください。

	
	

	No.25
必須
	他自治体との連携可能性について

	
	本市（高梁市）を基本とし、将来的に新見市及び吉備中央町をはじめとする他自治体を含めた広域処理への拡大や、処理量の増減に対する対応可能性、その際に必要となる技術的・運営上・契約上の条件（高梁市単独での事業成立が困難な場合は、どの程度の処理規模・周辺自治体からの受入量があれば事業成立が可能となるかも含む。）についてお教えください。

	
	

	No.26
任意
	事業開始までの工程について（全体工程）

	
	事業者選定、契約、設計、許認可、建設・改修、試運転及び受入開始までの概略工程並びにクリティカルパスをお示しください。

	
	

	No.27
必須
	最大の課題・行政への要望について

	
	本事業の成立及び継続における最大の課題、本市に求める支援・条件並びに事前に確定すべき事項をお教えください。

	
	

	No.28
必須
	重要条件の優先順位について

	
	民間事業者が施設整備を行う場合において、投資判断及び事業成立のために必要となる条件についてお教えください。
例えば、必要となる処理量、最低保証量、契約期間、処理単価、土地の確保、行政による支援、資金調達条件、他自治体からの処理量確保等について、事業成立に必要な条件を重要度の高い順に挙げ、その理由をお教えください。

	
	

	No.29
必須
	事業成立の見通しについて

	
	現時点における事業成立の見通しについて、「成立可能」「条件付きで成立可能」「現時点では判断困難」「成立困難」等の見解と、その理由をお教えください。

	
	

	No.30
対話時確認
	リスク分担について

	
	ごみ量・ごみ質の変動、建設費・物価・人件費等の変動、法令改正、災害・不可抗力、施設故障等について、行政と民間事業者の望ましいリスク分担及びその理由をお教えください。

	
	

	No.31
任意
	自由提案

	
	本事業をより良くするための提案、本市が追加確認すべき事項、独自の技術・事業スキーム又は本市が現時点で認識できていないリスク・留意点があればお教えください。

	
	



